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自己紹介
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デザインのモノづくり領域から顧客接点を追求するマーケティング⇒顧客起点での戦略策定を行うコンサル
ティングに領域を拡大してきました。

デザイン工学研究科卒。インダストリアルデザインからビジネスデザインまで幅広い領域での経験を活かし、マーケティ
ング会社でのコミュニケーションマーケティング支援、外資系コンサルティングファームでのコーポレートベンチャリング
支援や都市開発支援を経て現職。
デザインシンキングを生かした新規事業開発支援や課題解決支援、地域の変革に向けた戦略検討やデジタル活用、
デジタル人材育成を推進。また九州大学や熊本大学において非常勤講師を務め、デザイン×ビジネスの視点から地
域イノベーション人材育成や産学連携を実践。

草野 秀樹

PwCコンサルティング合同会社 シニアマネージャー
九州大学ビジネススクール 非常勤講師
熊本大学 イノベーションリーダー育成プログラム 客員講師

Hideki Kusano
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はじめに
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自治体向けガイドラインを作成・配布し、自治体が活用可能な外部人材派遣のモデルを構築し、自治体DXに関
する幅広い支援を実施しています。

日経14日朝刊17面
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広域で見た際の地方行政に対する課題意識
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地方公共団体との会話の中で、以下６つの問題意識が生まれ、公共政策による社会課題解決（未来に向けた地
域変革）の仕組みを考え直す必要があると感じています。

自治体間、担当者間で
情報格差があり、政策の実効性に

バラつきが存在する

多数の自治体で同様の調査業務な
どの調達が行われ、社会全体での

コストが損なわれている

有効性に疑問がある過去のアプ
ローチから転換ができていない

限られた人的・金銭的リソースを
総花的に投下しなくてはならず、
政策の効果が限定的になっている

個別自治体リソースと行政区分内
に閉じたの取組では地域にまたが
る社会課題が解決されない

過去の延長が重要視され、
社会システムの持続性を検討する

取組ができていない

異動や成熟度によって、各年度の業務クオリティが維持され
ておらず、政策の有効性や実効性に疑問が存在する。その
中で最低品質を満たすリスク回避施策として、前例主義が存
在するが、その実、成功条件が不明瞭ため、再現性に乏しく、

結果が出ない。

業務を増やすことは容易であるが、業務を減らす・辞める・
民間に委譲することは困難で、歴史の積み重ねによって発
生する業務全てに総花的に資源投下せざるを得ず、限ら
れた中でしかリソースの選択と集中ができないため、中途

半端な取組となり効果が出ない。

先進事例調査など、同じ業務項目を複数の自治体が個別に
実施しており、自治体間での知財共有で社会コストの効率化
が可能であるにも関わらず、共有の仕組みが存在しない。住
民からの税金利用を根拠にするが、その地域だけで財源が
賄えているわけではなく、社会全体で負担している。

住民や国民は行政区分内で生活しているわけではなく、社
会課題は区分に関わらず横断的に発生しているが、各自
治体間での連携が不十分（事業実施レベルで極少）で、社
会課題解決の取組としては中途半端で解決できる取組と

なっていない。

失敗を認めにくい文化であることから、過去のアプローチ
に対して適切な検証ができておらず、予算化タイミングの
問題もあって、PDCAサイクルが回る構造になっていない。

また過去施策が既得権や選挙票に紐づく取組になってい
ることで、転換によるハレーションを恐れるケースもある。

これまでの方法や積み重ねを維持することが目的化してお
り、変化が激しく環境変化が起こっているなかで、環境適
応の観点から都市運営の効率化による「まちの持続可能

性」を達成するための検討にはなっていない。

1
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自治体資源管理 バーチャル広域連携

DX Drive Japan 未来投資フレームワーク

地方自治の社会最適化

外部人材活用連携
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地方財政の原理
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地方自治制度の設計の中では、財政規律の維持・地方の自律性確保・格差是正のうち、２つしか満たせず自律
性が高まれば社会保障や福祉等の再分配政策は縮小します。

参考：地方自治論 2つの自律性のはざまで （北村亘、青木栄一、平野淳一）

財政規律の欠如
短期的な自己利益の追求による共有財の枯渇

格差是正 自律性

財政規律

地域の独自性の追求
財政自律に基づく長期的な都市利益の
追求と水準切り下げによる底辺の競争

減税や資産価値を高める産業誘致や観光
政策の拡大、富の偏重

中央政府のコミットメントの極小化

全国画一水準への統制
中央統制による必要最低限の行政機能の

実現と自己決定への価値観追求

福祉の磁石による富裕層の流出と低所得
層の拡大

交付税による財政調整制度

再分配政策 開発政策



PwC

地方政府の組織構造
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地方政府の組織変更は首長の政策実現の手段として比較的容易に変更ができ、特徴を出しやすいが後任者に否
定されやすいため、明確な意図や巻き込みが重要になります。

部局制組織

事業区分ごとの部局別の組織体制で大部屋での島型の区
分で、所掌業務や組織運営に関する習熟度を段階的に高

め、行政業務の安定性を志向

名称や目的が曖昧なことで、柔軟性に繋がるが、業務が部
局で完結することで情報連携の頻度が低下し、横断的な取

組が困難になる。

政策部と総務部が連携しながら庁内全体を俯瞰し、効率
的・効果的な行政運営に向けた統制を発揮する

本部制組織（フラット化）

目的志向型の組織体制で、権限を本部長に与え、迅速な意
思決定、柔軟な組織運営、中間管理職の戦力化、職員能力

の最大発揮を狙う

組織が細分化され、業務調整が必要な部門が増加する。都
道府県で実施すると、市町村側で相談すべき室が複数にな

り手続きが複雑化する。

組織目的が明確なため、新規事業への対応が困難になり、
フラット化の結果として縦割り意識が強まる

参考：地方自治論 2つの自律性のはざまで （北村亘、青木栄一、平野淳一）
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組織間の位置づけの
違いを受け入れる

検討と実行を連動させるため
の工夫を取り入れる

地域の変革に向けた組織の考え方

11

行政組織に求められる要件を理解した上で、プロジェクト機能を構築することが必要であるものの、取り入れ
られる要素の無理のない実現から始めることが必要です。

《運用組織（原課）》
普遍的で公平性のある対応が必要で、確
実性が重視され失敗に対し非寛容な組織

《企画組織（プロジェクト機能）》
変化に対し迅速で柔軟な対応を行い、
継続的な変革による価値創造を行う組織

◆統一的な方針のもとで、分かりやすい課題には取
り組みやすい体制になっている

◆常に議会（住民）から評価を受け、チェックを入れる
ことができる

◆組織内で完結するため、効率的な業務執行体制に
なっている

◆多様なプレイヤーを巻き込み共通の目的に向かっ
てコラボレーションができる

◆解決手段が不明確なテーマに対しても、変化する
ニーズや前提に順応でき、取り組みやすい体制と
なっている

◆組織横断チームで対応する

首長

A部

課

B部

課

C部

課

議会

報告
方針

首長

A部
課

B部
課

C部
課

住民

プロジェクト機能

権限委譲
FB／提案、
意思決定

アイデア
発見・実行

協働・共創により
課題解決する

成功も失敗も分析
し蓄積する

丁寧に考え方や
取組を共有する
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自治体DX推進におけるブレーン機能と組織連携
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CxOの役割は、「自治体組織・地域全体の変革のドライバー」へと変化しているため、組織連携の整理とCxO補
佐官の位置づけが必要です。

政策、調達ごとに組織内発注の形で業務が連動 組織・地域全体の政策に横断的に業務が連動

政策
戦略

計画
調達

構築
推進

運用

CxO首長

原
課
A

原
課
B

原
課
C

原
課
D

有識者会議

情
報
シ
ス
テ
ム
部
門

政策
戦略

計画
調達

構築
推進

運用

原
課
B

原
課
C

原
課
D

原
課
A

CxO補佐官等の戦略ブレーン

CxO首長

官房部門
（ガバナンス・人事・財政）

プロジェクト推進組織
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課題の複雑化に伴う自治体の立ち位置変化への理解
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自治体単独での地域課題・行政課題の解決ではなく、地域全体として民間企業等と連携しながら自治体は課題
解決のプラットフォームとして運営することが必要です。

地方自治体のプラットフォーム化

地方政府や自ら政策を実施する局面から後退し、公共問題の
解決策の提示も民間に投げ返しながら、協働して地域の変革

を推進していく

何が公共問題かという問題設定を行い、その解決に向けて民
間部門の協力を引き出すプロジェクトマネジメントが重要なス

キルになる＝課題解決プラットフォーム化している

ガバメントよりもガバナンス面が強く出ていく流れになっており、
それに見合った人材育成や組織開発が重要になる

働き方改革と人材育成を連携させ、
組織アジェンダ化することが重要

相互参照から試行錯誤
自治体間の相互参照が強くなりがちだが、実験的政策や試行錯誤と
矛盾し、変革に向けた行動としては不十分

デジタルフィードバックループ
現在の情報開示は意欲的な住民・企業しか使わない点と情報更新性
に乏しく、開示情報としては不十分

民間連携・公私中間組織
公私区分と行政民間の１：１対応からの脱却に対して民間組織の存
在感が増大し、委譲や連携が重要になる

データCoE/ガバナンス

評価制度/文化

オープンイノベーション
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交渉・調整型 理解・認知型 学習・共感型

◼ 同意したいあろう事柄と、その
意思を示すための仕組みが存
在していることが前提となる。

◼ 権力の移行によって否定されや
すい。

◼ また、空想世界に陥りやすく、決
定するまでに具体的な前進が
可視化されない。

◼ 体系的かつ合理的であり、実現
可能性と計画性に揺るぎない信
頼があることが前提となる。

◼ 外部の意見や感情、理不尽さ
やユーザーが無視されやすい。

◼ 体系化され、保証された結果に
しか適用できない。

◼ 新しい解釈や視点を生み出し、
開発プロセスにおいて個人の能
力が高まることが前提となる。

◼ 内容や体系的な複雑さが無視
されやすい。

◼ 行動を起こさず分析や学びに終
始し、無計画性を生みやすい。

自治体変革に向けたアプローチのパターン

14

公的機関の意思決定に向けたアプローチは大きく3つに分かれており、プロジェクトの目的や特性、場面に応じ
た使い分けが必要です。

全体の利益と共通の効果の実
現を目的に、権力的な駆け引き

で意思決定を行う

客観的かつ検証可能な知識に
基づき、最善策を調べ、合理的
なプロセスで意思決定を行う

関係者の共創の過程で解決策
を考え、個々の意識と適応力
の向上により意思決定を行う
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自治体変革に向けたマネジメントのパターン
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公的機関が担う連携パターンは大きく3つに分かれており、意思決定の流れや検討ステップ、検討プレイヤーに
応じて、適切な使い分けが必要です。

ディレクション型 パートナー型 ファシリテーション型

明確な目標があり、外部の協
力者と実現に向けて実行推進

したい場合

複数の関係者が共通の目標に
貢献しつつ、何らかの成果を得

ている場合

成果や目標達成が強制されて
おらず、解決策の理解や個人
での対処が難しい場合

◼ 必要な解決策がはじめから決まっ
ており、成果に向けた手順が明確に
規定される

◼ 交渉プロセスによってあらゆる当事
者の利害を調整し、コンセンサスを
得る意思決定が頻繁に行われる

◼ 設定された目標達成が重視され、
共同体的な関係の中で、独立した
行動を実施する

◼ 権利の問題や共通の目標設定、
必要なリソースの貢献度等の調整
が発生する場合が多い

◼ 課題に対する各々の動機づけに
よって、関係者同士が関与し合いな
がら推進する

◼ 絶対的な目標や進捗は明確ではな
く、アイデアの実現性や開発・活動
のプロセスと関係性を互いに共有す
る
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共感プロセスにおける他者とのコミュニケーションの分類
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不確実性の高い課題に対する価値創造には、他者との違いを利用し、相互理解と共感を重視する対話プロセス
が有効であり、コミュニケーションの使い分けが必要です。

議論 対話 雑談

複数の選択肢を示し、多様な視点
を持つメンバーの意見を基に物事を
決定する。意思決定の公平性を担

保し、効率化を図る。

関係するメンバー全体での相互理
解を進め、お互いの違いを利用して、
可能性を探る。視点を問い直し、価

値創造を図る。

自由な雰囲気の中で、明確な目的
がない状態で情報交換を行う。知識

としてのインプットを図る。

対立意見の妥協点

正統性の証明

新しい発見・探求の実施

現施策からの転換

新しい知識の習得

関係性の構築
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チェンジマネジメントの必要性
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自治体のプラットフォーム化に向けて、自治体内のチェンジマネジメントとしてプロセスの変更やツール導入、
働き方の変更や新しいモデルへの変革を目指すことが必要です。

プロセスの変更 ツールの導入 働き方の変更 新しいモデルの導入

品質、職員／住民の体験を、
取り組むべき共通の成功基準

とする

新しいプロセスや改訂された
プロセスを実装するために、
現在の働き方への理解や、変
革をもたらすものを理解する

作成するシステムやツールに
とらわれすぎず、解決しようと
している問題に焦点を当てる

考えや行動を変えることが必
要であり、人々が組織的・文
化的・機能的境界を超えて共
通の働き方をするように促す

◼ 移行前のプロセスの標準化とマニュアル化
を行う

◼ 設計／改善フェーズで実装に取り組む管理
者と実行者を関係強化する

◼ コミュニケーションや研修にはシンプルで分
かりやすく可視化されたツールを使用する

◼ 短期的な改善に集中しない。根本的な原因に
取り組むことが、長期的および永続的な意
識・行動改革に効果をもたらす

◼ 誰もが動機付けられているとは仮定しない
（積極的に耳を傾けて対応する）

◼ 1回限りのコミュニケーションや研修で変革が
実現すると誤認しない

◼ 個人のニーズや前提に基づいてツールを設
計しない

◼ 一つのツールですべてを解決しようとしない
◼ 1回限りのコミュニケーションや研修で変革が
実現すると誤認しない（行動を変えるには時
間がかかり、包括的で集中的なチェンジマネ
ジメントが必要である）

◼ 全ての関係者が効率的に動くと仮定しない
◼ 1回限りのコミュニケーションや研修で変革が
実現すると誤認しない （行動を変えるには時
間がかかる）

◼ 何が変化していないかを伝えることの価値を
過小評価しない

◼ 現場のニーズを理解できるよう、開始前に
現場との関係強化を行う

◼ 小規模にツールをテストし、立ち上げ前に
改良する

◼ ツールのメリットを、理解しやすい方法で伝
える

◼ チェンジビジョンとストーリーを作成し、 そ
れらを全体に連携させる

◼ 経営層や現場を最初から巻き込み、機会
やチャレンジの場を特定する

◼ 経営層と管理者のネットワークを構築し、プ
ロセスに幅広く深く関与させる

◼ 否定的なフィードバックにとらわれない（聞き
入れ、メモを取り、早急に対応可能なものから
着手する）

◼ 絶対に必要な場合を除き、その場での調整・
変更は行わない

◼ 1回限りのコミュニケーションや研修で変革が
実現すると誤認しない

◼ 関係性の構築と共通理解を深めるために、
管理者や現場と直接に関わる

◼ 短期および長期の成功基準を客観的に定
義する

◼ 主要な問題と根本原因の特定し、対応する

◼ 早期に成功のドライバーを特定し実行、そ
れを横に展開・共有する

Don’t Don’t Don’t Don’t

Do’s Do’s Do’s Do’s



PwC

地域変革に向けて人材の定義の変革

18

地域変革に向けては複数の専門人材を組み合わせ、3つの力をバランス良く確保することが重要です。

技術を活用し、実装・
運用する力

変革を構想し、
具現化する力

計画を管理し
実行を支える力

（例）サービスフローやUI／
UXを設計する専門知識、地
域への理解と情熱がある

（例）ITスキルやデジタル
実装、データ分析等の
専門知識がある

（例）複数のプロジェクト
全体をまとめるための
専門知識がある

専門人材 トランスフォーメーション人材 マネジメント人材

スペシャリストとしての専門性の確立
限られた部門でのキャリアパスの構築

ジェネラリストとしての組織内行動の習熟
幅広い部門での経験の取得



官民連携に向けた要点
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自治体における困難なポイント

20

現場では解決しにくい「しがらみ」があり、推進に
はリーダーシップが重要です。

8 2

6 4

37

1

5

業者任せ

事後評価

調達の
ゴール化

見合わない
予算

非機能要件

ニーズ
検証

学習不足 年度予算

① 通達や方針に対して、その達成が全てとなり、システ
ム構築が目的化してしまう

② 年度予算化で柔軟な支出ができず、期間と金額が固
定化され、状況に応じた投資ができない

③ 検討の視野が不足し、失敗を敬遠するため有効な検
証ができず、利用者のニーズが反映されない

④ 非機能要件の検討が足らず、要件が真に必要な要求
レベルと合っていない

⑤ 仕様書が不明確かつ予算ありきで適正価格の見極め
ができていない

⑥ 開発管理が業者任せになっており、プロジェクトの管
理責任があることを理解していない

⑦ 運用はほぼ業者任せで、事後評価をしないまま、業務
契約が締結されている

⑧ デジタルの知見や新しい取り組みへの学習意欲が低
い場合、説明コストが高く、取り組みへの障害が生ま
れやすい
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自治体と民間企業での考え方のギャップ
自治体で現実的に対応するための落とし込みは必要だが、地域のプラットフォーム化を考えると、ギャップを
埋めるマネジメント、ガバナンスを整備していくことが必要になる。

21

地方自治体（行政機関） 民間企業

業務が縦割りで実施されるため、横組織との連携が
難しい

必要に応じて、柔軟にプロジェクトチームとして
組織を横断した体制を構築する

数年単位で異動があり、習熟度がリセットされるため、
業務変革に向けた時間の確保や理解獲得が難しい

成果や特性に応じた異動が可能であり、変化を起こ
す立場として人事異動を活用することができる

意思決定に前例の有無が重要視され、
新しい取り組みを推進することが難しい

適切なリスク評価を行い、前例のない領域をチャンス
として捉えることができる

単年度で予算が決定され、状況に応じた追加・修正・
停止ができず、予算消化や継続が難しい

年度予算は組まれるものの、状況に応じて、
組織内にて柔軟な予算編成と執行ができる

成功や失敗の定義が不明瞭で、プロセスが成果にな
りづらいため、検証への投資と説明が難しい

成功・失敗いずれも目的実現のために必要な知見と
して理解され、検証による改善・改良が重要となる

組織の壁と協働

人事異動

意思決定の基準

予算執行

検証への投資
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変化無くして進化無し。

マインドを

変えられない人には

何も変えられない。

同じ環境でリーダーや職員、
住民、デザイナーや開発者
が協力することが大切になる。

地域の変革に向けたマインドチェンジとメンバーシップの変革

22

地域変革を推進していくためには、6つの変革を組織に起こすことが求められています。

ジョージ・バーナード・ショウ

他者の立場に立って、どの
ように感じているか理解する。
聞いて、見て、考えることが

大切になる。

アイデアを基に、実験による
失敗を繰り返して、より良い
形を目指すことが大切にな

る。

ひずみ、プロセスの無駄、特
定の行動、浪費項目の根本
原因を調査し、特定すること

が大切になる。

誰もが影響を理解できるよう
に、可視化して意思疎通を
することが大切になる。

異業種や地域の革新事例
の発掘や分析、異なる利害
関係者に対する洞察が大切

になる。

共感力を
大事にする

解決すべき課題を
特定する

統合的な洞察力を
持つ

実験と検証を
繰り返す

誰でも分かるように
可視化する

多様なチーム作りを
行う
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自治体の職員が地域全
体のビジョンを進める役
割を担っているため、変
革に関わる内容とその進
め方に最も詳しくなけれ

ばなりません。

マインドチェンジとメンバーシップの変革に向けてのアクション

23

地域の知識とデジタル領域の知識、デザイン思考アプローチとイノベーションへの飛躍を整えることが肝要で
す。

全ての住民や職員の体験に
基づく、戦略的かつ全体的

なビジョンを持つ。

デザイン思考により新たな
洞察を得て、解決する価値
のある問題を定義する。

コンセプトを反復的に検証
するためのシステム環境や

体制を整備する。

調査、設計、検証、モニタリ
ング、意思決定において、
データ分析、デジタルツール

を活用する。

行政組織や地域住民ととも
に、デジタルに精通したス
ポークスマンとなるチームを

確保する。

トレンド、テクノロジー、企業
や地域のビジネスを継続的

にスキャンする。

デザイン思考の
取り込み

データアナリティクス
社会動向の
キャッチアップ

迅速な検証環境の
整備

浸透に向けた推進 横断的なビジョン
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多様なステークホルダーとの協働による、持続可能な活力の活用

24

多様化する持続可能性の課題解決に向けては、さまざまなレイヤーでの対話・共感が重要であり、共通の認
知・評価に基づく課題と成果の理解が必要です。

客観を担保するデジタル

共感と理解を担保するアナログ

地域の持続性を
生み出す活力

個々が納得し、互いに共感を持ち、
変革を構想していく力を生む

個々の理解を揃え、現状を評価し、
前向きに改善していく力を生む

チームとその意思決定を透明化する

お互いの気持ちを理解する

地域に関わる人の視点を持つ

互いの理解と共感を可視化する

共通理解を生み出す指標化

ソーシャルインパクトの可視化

政策効果の可視化

KPIやKGIの適正な設計

Leadership

Narrative
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共創を生み出す“Collective Impact”への転換

25

PwCでは社会課題を解決し、地域変革を生み出すための考え方としてCollective-Impactを重視しており自治
体・企業含めてチャレンジしていく必要があると考えております。

✓ 全ての参加者が、
変革に向けた共
通のビジョンを持
たなければならな
い。課題に対して
共通の認識をもち、
合意が得られた
行動を通じて、共
に問題解決を行う

✓ 全ての参加者が、
共通の方法で成
果を測定・報告し、
それらを通じて学
習・改善する

✓ 様々な分野のス
テークホルダーが、
それぞれに特化
した活動を通じて、
互いを強化し合い
連携する

✓ 信頼を築き、共
通の目的を持ち、
モチベーションを
創り出すために、
すべてのプレー
ヤーが、継続的
なコミュニケー
ションをとる

✓ 全体のビジョンや
戦略を導いたり、
測定システムを確
立したりなど、活
動をサポートする
独立した組織のこ
と

共通の
アジェンダ

評価システムの
共有

互いに強化し合う
活動

継続的な
コミュニケーション

活動を支える
バックボーン組織

1 2 3 4 5



PwC

おわりに

26

社会課題解決を推進する「ソーシャルインパクトイニシアティブ」と、自治体変革に向けた「City&Town/自治
体TX」で活動をしており、共創による地域変革を目指しています。
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PLATEAUを活用した情報の見える化の可能性

27

石井亮 ディレクター

Public Service & Energy Utility 都市開発チーム

PwCアドバイザリー合同会社

池田道生 パートナー

Public Service & Energy Utility 都市開発チーム

PwCアドバイザリー合同会社
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都市開発領域において以下に掲げる3つの柱を主な活動としています。「1. アドバイザリーサービス活動」
「2. 次世代型都市事業創造プラットフォーム活動」「3. デジタルR&D活動」を組み合わせて循環させることで、
フィジカルとデジタルの融合したサステナブル・スマートシティ事業を支援します。

PwCの都市開発領域におけるディール関連の活動

28

Infrastructure & 

Urban Renewal

Value

Creation

Deal

1. アドバイザリーサービス活動 2.次世代型都市事業創造プラットフォーム活動

3. デジタルR&D活動

都市開発事業の価値を最大化するための
アドバイザリーサービスを提供します。

私たちがプラットフォームとなって産官学の多様なプレイヤー
を結合し、次世代型都市構築を推進します。

都市データ分析やVR拠点開発等のデジタル
ソリューションを研究開発します。

• 都市コンセプト策定
• 事業戦略／事業開発
• 事業価値バリュエーション
• 資金調達
• 都市データアナリティクス
• コンソーシアム組成
• 官民連携
• FAアドバイザリー
• 不動産サービス
• M&Aディール
• 都市マネジメント支援
• SDGs支援

• 地域ネットゼロロード
マップの策定

等

• 都市データアナリティクスの開発
• VR・3Dメタバース空間の開発
• 都市データ利活用ソリューションの開発

• PLATEAUを活用した情報の見える化
等

• サステナブル・スマートシティの事業収益化研究
• スマートシティ間の相互連携構築

• フィジカルとデジタルが融合した次世代都市像の
研究

• 産業分野横断でのプロジェクト実施体制マッチング
等
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企業のネットゼロ取り組み動向と
地域ネットゼロロードマップ策定への活用

29

村山学 シニアマネージャー

Value Creation Office

PwCアドバイザリー合同会社
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産業界のネットゼロ取り組みは加速化

30

国のネットゼロ宣言後、各企業においてもネットゼロロードマップ策定が進む。個々の企業で取り組みが
進みつつ、企業間連携の必要性、街単位/面での取組みの必要が徐々に高まっているのが現在地と推察

LCAでの
GHG削減

グローバル
規制への対応

投資家側の
ESG評価
組込み

エネルギー源
の変化

①

③

④

②

エネルギー
（発電等）

産業
（鉄鋼・化学等）

2019 CO2排出量
総計：1,108 Mt-CO2

運輸
（自動車等）

業務・他

家庭

工業プロセス
廃棄物

433

（39%）

279

（25%）

199

（18%）

65（6%）

53（5%）

45（4%）

31（3%）
✓ 自社GHG排出量削減だけでなく、

LCA（サプライチェーン全体）での
GHG削減が求められる

✓ サプライチェーン全体のネットゼロ
化は一企業だけは解決出来ず、ま
た、連携先も多く何かしらの取り纏
め役がいると効果的・効率的

✓ ネットゼロはグローバルな取組みとな
り、業界によっては国境炭素税や排
出権取引制度の影響を考慮した事業
運営を実践する必要性

✓ 気候リスクは開示義務化（プライム市
場上場企業）

✓ 投資側が投資基準にESG評価指数
の組込みを開始

✓ 事業者側においては、工場/オフィス/

店舗関わらず、電力再エネ化は必須

✓ エネルギー源変化自体をビジネス機
会と捉えた投資増

ネットゼロの潮流における産業界横断的な基本要素 ネットゼロシティへの期待

✓ グローバルな競争に勝ち残るため
には、EV充電が代表例である様に、
街のインフラ競争力が不可欠

✓ 全プレイヤーが再エネ必須。本来、
街自体が再エネ化されれば各企業
は他施策に注力出来るトピックス

✓ ネットゼロシティを構築する個別の
構成要素は各企業が既に保有。
誰が音頭をとるかの段階
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産業界の動向 –ネットゼロシティへの期待

31

自動車業界のネットゼロ化は①車自体の電動化、② LCA（Life Cycle Assessment）の２点で大きく進んでいる
が、街がこのような取組みを後押ししているかどうかが企業の競争力の命運を分けかねない時代に入りつつあ
る

部品製造 車両製造 燃料製造 利用・走行 回収・リサイクル

OEM

部品
メーカー

他業界と
の
連携

車電動化（EV・PHEV・FCV）

LCA（Life Cycle Assessment） 走行時だけでなく、
部品製造からのネットゼロ実現

EVステーション・水素ステーション

サーキュラー
エコノミー

ICP （Internal Carbon Pricing）
炭素税導入を見据えた社内炭素税取引

電動化への
事業シフト

Corporate PPA （Power Purchasing Agreement）
100％再エネ利用での自動車製造

MaaS

LCA促進に向けた素材業界との
連携（鉄鋼等）

Corporate PPA促進に向けた
エネルギー業界との連携（電力等）

VPP
（Virtual Power plant）

ネットゼロスマートシティが
自動車産業ネットゼロを後押し
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産業界の動向 –ネットゼロシティへの期待

32

グリーン電力地産地消モデルを代表に、個々の企業はネットゼロシティを実現する構成要素としての商品/サー
ビスを開発中。全体を統合した絵を描けるナビゲーターの存在が（行政等）、取り組みを大きく飛躍させる可
能性

EV

庁舎・病院
（重要施設・老朽施設）

上下水道施設

総合グラウンド
広域避難所

系統線
自営線

環境・防災・地域活性化
サービス

（定常時・災害時）

VPP・調整力PF

エネマネ
遠隔監視

電化／熱源転換
空調・給湯・蓄電池
エネルギーサービス

ゼロカーボン推進地域

次世代スマメ

清掃工場（バイオマス）

ゼロカーボン推進地域

環境価値
証書化・販売

事業機会
実証的取組

スマート生活関連
ソリューション

グリーン電力供給
卒FIT環境価値販売

サーマルエネルギーセ
ンターの活用

再エネ・蓄電池
エネルギー
サービス

自己託送
地産地消

配電ライセンス

住宅団地のゼロカーボン化

地中熱・熱源水共有

地域レジリエンス
拠点

エネマネ
遠隔監視

総合グラウンドの多面的
活用（環境・防災）

再エネ・蓄電池 エネルギーサービス
汚泥バイオガス発電
下水熱利用（熱供給等）
環境価値の証書化・販売

プレミアムグリッド
自営線電力融通

電力融通

データ活用

地域レジリエ
ンス
拠点
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産業界の動向 –ネットゼロシティへの期待

33

企業では再エネ供給と需要のアンマッチのバランスを取る取組みが始まり、エネルギーマネジメントが高度化
されつつある。このような取組みを街/エリア単位に拡大することの潜在的なニーズは存在するのではと推察

海外自動車工場再エネマネジメントイメージ

0時

電力消費/

発電量
（kWh）

8時 16時 24時

電力需要

オンサイト太陽光
PPA（風力・太陽光）

①工場電力は昼夜双方利用
（例は二勤ケース）

再エネバンキング

②日中はオンサイト発電、
余剰分を蓄電と再エネ市場にバンキング

③夜間は蓄電・バンキングし
た再エネ電力を使用

④不足分はPPAで再エネ購入

✓ 電力需要は昼夜ある程度一定
✓ 日中の太陽光発電により電力供給＞電力需要
✓ 日中の余剰クリーン電力を蓄電池／クレジット市場を活かした昼夜を
通したクリーン電力化を実現

個々の企業/工場単位での
再エネマネジメントは進みつつある

↓

街/エリアへの拡大可能性
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企業におけるネットゼロロードマップ策定例
企業は具体的な施策・定量化に基づいたネットゼロロードマップ策定を始めており、街／エリアのネットゼロ
ロードマップ策定にも応用できるのではないか

現状GHG

排出把握
3. 新たなGHG削減オプション

（業界特性・事業構造に応じたGHG削減施策の具体化）

2.成行での
GHG削減策

1. 事業見直し

• Scope1・2・3排
出量定量化支
援

2030・2050年までのネットゼロロードマップ 概念図

•ネットゼロ動向を
捉えた事業ポート
フォリオ再編・
M&A

•電力市場動向を
踏まえた成行
GHG削減予測

•省エネ策 •自社及びバリュー
チェーンの電力グ
リーン化

•水素・CCUS等、新
技術を活用したネッ
トゼロビジネス開発、
新規事業への参入

•オフセットを活用した
ネットゼロ達成

主に2030までの自社GHG削減策
主に2030以降を見据えた

GHG削減と事業拡大
各種規制への

暫定策としても活用

ポイント① 再エネだけでなく、事業再編、新技術によるビ
ジネス機会創出も考慮したロードマップ策定

ポイント② 確立された技術を活用した2030年までの削減策と2030

年以降の新技術を見据えた施策を並行して具体化
34

⋆GHG: Greenhouse Gas（温室効果ガス）
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企業におけるネットゼロロードマップ策定例
PwCの支援実績（代表例）だけを捉えても、全体ロードマップ策定から個別施策検討まで類似の取り組みが
各地で進む。街/エリアからの働きかけで各取り組みを促進させる可能性

•大手製造業
2030年までの電力市場（価格・供給）、
排出係数予測

•金融機関
発電所への投融資判断にあたり、20

年先までの価格想定を実施関

•鉄鋼業
現状GHG把握と特に2030年までをネットゼロロードマップ
策定、GHG削減施策具体化

現状GHG

排出把握
3.新たなGHG削減オプション

（業界特性・事業構造に応じたGHG削減施策の具体化）

2.成行での
GHG削減策

1.事業見直し

• Scope1・2・3排
出量定量化支
援

• ネットゼロ動向を
捉えた事業ポート
フォリオ再編・
M&A

• 電力市場動向を
踏まえた成行
GHG削減予測

• 省エネ策
• 自社及びバリュー
チェーンの電力グ
リーン化

• 水素・CCUS等、新
技術を活用したネッ
トゼロビジネス開発、
新規事業への参入

• オフセットを活用し
たネットゼロ達成

2030・2050年までのネットゼロロードマップ概念図

•大手エネルギー
石炭火力退出戦略策定支援

•大手製造業
工場再エネマネジメント導入支援

•大手エネルギー
水素製造ベンチャーへの投資戦略策
定支援

•大手海運
EU-ETS等に対応するための
オフセット戦略立案

35
⋆GHG: Greenhouse Gas（温室効果ガス）
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出典：環境省自治体排出量カルテ各種データよりPwC作成

ネットゼロシティ実現に向けた地域毎の施策重点化

36

街/エリアによって、GHG排出構成は異なる。政府施策をベースとしながらも、地域に応じたGHG削減施策の
重点化は不可欠

デジタル

ファシリティ

モビリティ

ユーティリティ

ランドスケープ
（含 道路/港湾）

サービス＆
マネジメント

情報通信系企業、電
気メーカー、設備メー
カー等

ゼネコン、デベロッ
パー、ハウスメーカー
等

自動車メーカー、鉄
道事業者、航空事業
者等

ユーティリティ系企業、
商社等

ゼネコン、デベロッ
パー等

各種サービスプロバ
イダー、デベロッパー
等

北九州市 玉名市全国平均

✓ 政府施策のベースと
なる排出部門構成

✓ 企業の脱炭素の取組
みとの連携が不可欠

✓ 住宅/運輸のCO2削減
✓ 地域活性化の視点

✓ GHG削減の主要テーマ

✓ ある程度総花的に施策ラ
インナップさざるを得ない

✓ EV等、電動化の促進

✓ ZEB/ZEH等、脱炭素に
向けた規制/補助金

✓ どのタイプにおいても、エネルギーマネジメント、GHG定量化/モニタリング等、DXの後押しが
ネットゼロシティ実現をさ支える

✓ （民間努力）

ネットゼロシティの構成要素

産業型 運輸・家庭型

排出部門構成

✓ ある程度各企業で対応

✓ 水素/CCS等、港湾地域
での新事業の機会

✓ 産業毎にニーズは異なり、地
域産業ニーズにあった行政支
援が必要

✓ 各企業の取組み把握が必須
✓ 再エネ100％エリア等での企
業誘致/産業振興の可能性

✓ 地域に応じたサービス
（BtoB/大企業支援等）

✓ 耕作放棄地活用等、地域
活性化に繋げる視点

✓ EV化促進を促すインフラ
整備

✓ 政府施策に上乗せでの
EV化検討の可能性

✓ 住宅に重心を置いた施策
検討が必要

✓ 地域に応じたサービス
（運輸/家庭/地域活性化）

産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄部門（一般廃棄物）

出典：環境省自治体排出量カルテ各種データよりPwC作成
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ネットゼロシティ実現ステップ（案）
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企業のネットゼロロードマップ策定の取組みを応用しながら、街ごとの課題に応じたアプローチによる
ネットゼロシティ実現ステップを具体化することが必要

現状排出量
把握

GHG削減
成行予測

施策検討
～2030

街としての
ありたい姿の

策定

産業連携・
モニタリング
方法の具体化

ネットゼロ
ロードマップ
展開

域内企業の取
組み把握

施策検討
2030～2050

• 自治体排出量カルテ活
用（都道府県別按分法）、
業種別按分法、事業所
別排出量積上げ法等最
適な手法を選択

現状把握
ネットゼロシティ
基本構想

GHG削減施策の具体化 展開・フォロー

• 域内主要企業のGHG

削減策把握

（ここ数年で大きく取組
みが進捗）

• 脱炭素ビジネスを拡大
したい企業の把握

• 技術的に確立され
た施策検討

• 太陽光

• EV/充電

• ZEB/ZEH 等

• 自治体を中心とし
た企業間連携 / コ

ンソーシアムの仕
組み

• 補助金、減免、
ネーミングライツ等、
自治体固有の誘致
策

• モニタリング方法の
具体化

• 2030/2050の目標
値設定

• ネットゼロロード
マップ化

• デジタルを活用した
見える化、モニタリ
ング体制

• 公開と企業誘致/取
組み促進

• スマートシティ構想策
定のアプローチ

• ネットゼロを目指す理
由・目的

（国策へのフォローか
地域活性化の機会と
捉えるか）

• 産業/地域活性化方針

（既存方針との連携、
組込み）

• 水素、CCUS等を活
用したGHG削減、
企業誘致策

• 将来の人口、エネル
ギー使用量等の予
測

• 電力業界の努力に
より成行で一定程度
GHG削減が予測さ
れる

• 各企業個別GHG削
減策の定量化

地域企業を巻き込んだネットゼロシティPJ Kick Off
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（参考）ネットゼロ実現への検討トピックス例
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75
49

215

4

3

96

56

121

62

76

71

72

66

4

4

2013

建設業・鉱業

5

15

0

4

467

0

2018

家庭

自動車（旅客）

自動車（貨物）

鉄道

船舶

農林水産業

廃棄物

業務・その他

2050（仮）

製造業

2030（仮）
国同様
▲46％

330

0

14

-29%

玉名市 CO2排出量
（自治体排出量カルテベース）

カテゴリー 概況／検討トピックス
地域経済
活性化

地域課題
解決

現状排出量／
目標設定

• 運輸（旅客・貨物）、家庭、業
務・その他が排出量多

• 2018時点で2013比△29％
• 2050,2030の目標設定

- -

算定手法
• 標準的な算定手法と重点領域
積上方式の棲み分け

- -

CO2削減
①運輸

• 基本的には電動化促進。補助
金/インフラ整備等。EVインフ

ラは災害時電源化想定した活
用方針

〇 〇

• コミュニティバス等の地MaaS

導入検討
〇

CO2削減
②業務・その他
③製造業

• 地域企業の再エネ取組把握と
エリア実績への反映

• グリーン電力地産地消等によ
るCO2削減、産業振興

〇 〇

新産業誘致
• 耕作放棄地の太陽光活用等
• 営農型農業モデルケース化

〇 〇

その他
• 森林資源有の有効活用
（間伐材等）

〇 〇

（千t-CO2）

ネットゼロの潮流を活かして、CO2削減のみならず、地域経済活性化、地域課題解決に寄与する
統合的なロードマップ策定が行える可能性

ネットゼロロードマップ策定の検討トピックス例
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